
別添様式第１５号（第５の２関係）
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	貸付決定番号
	第　　　　号
	

	
	


就農支援資金借用証書
	 借用金額
	 　                     円

	 資金の種類
	 　就農施設等資金

	 資金の使途
	 　設備資金（及び運転資金）

	 利率
	 　無　　利　　子

	 据置期限
	 　　　年　　月　　日

	 償還期限
	 　　　年　　月　　日

	 支払期日
	回
	支払期日
	償還金額

	
	１
	年　　　月　　　日
	円　　

	
	２
	年　　　月　　　日
	円　　

	
	３
	年　　　月　　　日
	円　　

	
	４
	年　　　月　　　日
	円　　

	
	５
	年　　　月　　　日
	円　　

	
	６
	年　　　月　　　日
	円　　

	
	７
	年　　　月　　　日
	円　　

	
	８
	年　　　月　　　日
	円　　

	
	９
	年　　　月　　　日
	円　　

	
	10
	年　　　月　　　日
	円　　

	
	11
	年　　　月　　　日
	円　　

	
	12
	年　　　月　　　日
	円　　


　　上記の通り正に借用し、金員を受領いたしました。ついては、上記の条件及び裏面の特約条項をかたく守り、相違なく返済します。 
　　　年　　月　　日
　○○農業協同組合
　○　○　長　　×　×　×　×　　様
　　　債務者　　　住所
                  氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  印
　　　連帯債務者　住所
　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  印
      連帯保証人　住所
　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  印
                  住所
　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  印
特約条項　（別添様式第１５号裏面）
（借受金の使用）
第１条　債務者（以下「乙」という。）は、この借受金をこの証書に記載された使途のみに使用する。
（借受金額の限度）
第２条　乙が借受けすることができる金額は、貸付対象事業費に相当する額を限度とする。
（期限の利益の喪失）
第３条  乙について次の各号の事由が一つでも生じた場合には、　　　　農業協同組合（以下「甲」という。）から通知催告等がなくても乙は甲に対するいっさいの債務について当然期限の利益を失い、直ちに債務を弁済する。
  (1) 乙またはその保証人の貯金その他、甲に対する債権について仮差押え、保全差押えまたは差押えの命令、通知が発送されたとき。なお、保証人の甲に対する債権の差押え等については、甲の承認する担保を差し入れる旨を乙が遅滞なく甲に書面にて通知したことにより、甲が従来どおり期限の利益を認める場合には、甲は書面にてその旨を乙に通知するものとする。ただし、期限の利益を喪失したことに基づき既になされた甲の行為については、その効力を妨げないものとする。
  (2) 乙が行方不明となり、甲から乙に宛てた通知が届出の住所に到達しなくなったとき。
２  乙について次の各号の事由が一つでも生じた場合には、甲からの請求によって、乙は甲に対するいっさいの債務について期限の利益を失い、直ちに債務を弁済する。
　(1) 破産手続開始、民事再生手続き開始、会社更生手続き開始、会社整理開始もしくは特別清算開始の申立てがあったとき。
  (2) 手形交換所の取引停止処分を受けたとき。
  (3) 前（２）号のほか、乙が債務整理に関して裁判所の関与する手続きを申立てたとき、あるいは自ら営業の廃止を表明したときなど、支払いを停止したと認められる事実が発生したとき。
  (4) 乙が甲に対する債務の一部でも履行を遅滞したとき。
  (5) 担保の目的物について差押え、または競売手続きの開始があったとき。
  (6) 乙が甲との取引約定に違反したとき。
  (7) 乙の保証人が前項（２）号または本項各号の一つにでも該当したとき。
  (8) 前各号に準じるような債権保全を必要とする相当の事由が生じたとき。
３  前項の場合において、乙が住所変更の届け出を怠る、あるいは乙が甲からの請求を受領しないなど乙の責めに帰すべき事由により、請求が延着し又は到達しなかった場合は、通常到達すべき時に期限の利益が失われたものとする。
（一時償還）
第４条  乙は、甲が次の各号の一つに該当すると認め、一時償還を請求したときには、償還期限にかかわらず、借受金の全部又は一部を弁済する。
  (1) 乙が離農するとき。
  (2) 乙が償還金の支払いを怠ったとき。
  (3) 乙がこの借受金を、この証書に記載された使途以外に使用したとき。
  (4) 乙がこの借受金を、長期にわたり使用しないとき。
  (5) 事業計画、資金計画の変更その他の事由により事業費が減少し、この借受金に余剰が生じたとき。
  (6) 乙がこの資金の借受けに際し、又は借受け後この借受金債務の全部を弁済するまでの間において、甲に対して虚偽の申請若しくは報告をし、又は故意に必要な事実の報告を怠ったとき。
　(7) 就農計画等の不実記載があったと認められるとき。
  (8) 乙が借入金により行う経営の収支を明らかにした帳簿の記載を行わず、又は当該経営に属する余裕金を自己の名義の預貯金口座以外に預託したとき（新たに開始する一の区分された農業部門の経営を開始する場合に限る。）。
  (9) 乙が租税公課を滞納して督促を受けたとき。
（甲による相殺、払い戻し充当）
第５条  期限の利益の喪失、一時償還その他の事由によって、甲に対する債務を履行しなければならない場合には、その債務と乙の貯金その他の甲に対する債務とを、その債権の期限のいかんにかかわらず、甲はいつでも相殺することができるものとする。
２　前項の相殺ができる場合には、甲は事前の通知及び所定の手続きを省略し、乙に代わり諸預け金の払い戻しを受け、債務の弁済に充当することができるものとする。この場合、甲は払い戻し及び充当の結果を乙に通知するものとする。
３  前２項により甲が相殺又は払い戻し充当を行う場合、債権債務の違約金、利息、損害金等の計算については、その期間を甲による計算実行の日までとし、また、利率等について甲乙間に別に定めがない場合には、甲の定めによるものとする。
（乙による相殺）
第６条  弁済期にある乙の貯金その他甲に対する債権と乙の甲に対する債務について、以下の場合を除き乙はその債務の期限が未到来であっても相殺することができるものとする。
  (1) 弁済や相殺につき、法令上の制約がある場合。
  (2) 甲乙間の期限前弁済についての約定に反する場合。
２　前項によって乙が相殺する場合には、相殺通知は書面によるものとし、相殺した貯金その他の債権の証書、通帳は直ちに甲に提出するものとする。
３　乙が相殺した場合における債権債務の違約金、利息、損害金等の計算については、その期間を相殺通知の到達の日までとし、利率等は甲乙間に別に定めがない場合には、甲の定めによるものとする。なお、期限前弁済について繰上返済手数料等別途の定めがあるときは、その定めによるものとする。
４　前３項にかかわらず、乙による相殺に関して各種貯金規定に別の定めがあるときは、その定めによるものとする。
（報告）
第７条　乙は、次の各号に掲げる場合には、甲の定めるところにより、遅滞なく甲に報告する。
　(1) この資金の借受けに係る事業計画及び資金計画を変更したとき並びに事業を完成したとき。
　(2) 乙の住所若しくは氏名に変更を生じ、又は乙、連帯債務者及び連帯保証人の死亡その他これに準ずる事実が発生したとき。
　(3) 乙、連帯債務者及び連帯保証人の資産若しくは事業の内容に著しい変動が生じたとき又はそのおそれのあるとき。
　(4) その他甲が指示するとき。
（調査）
第８条　乙は、甲の役職員又は甲の委嘱を受けた者が乙の事務所その他必要な場所に立ち入り、事業の状況、書類帳簿その他必要な事項又は担保物件の調査をすることを承認する。
（弁済充当の指定権）
第９条　乙、連帯債務者及び連帯保証人は、この借受金債務の弁済として数箇の給付をなすべき場合又は甲からの借受金が他にもある場合において、借受金の全部を弁済するに足りない弁済がなされたときは、その弁済金がいずれの借受金の弁済に充当されるかについては、甲に指定権があることを承認する。
（違約金）
第１０条　乙は、この証書に記載された支払期日、期限の利益の喪失又は一時償還を請求された場合における甲の指定期日までに弁済しないときは、その支払期日の翌日から支払当日までの日数に応じ、弁済すべき元金につき年12.25パーセントの割合で計算した違約金を甲に支払う。
２　乙は、第１条の規定に違反したときは、甲からの請求に基づき、この証書に記載された使途以外に使用された金額に対し、この契約を締結した日から甲が定める日（乙が期限の利益の喪失又は一時償還を請求された場合にあっては甲が期限として定めた日とし、乙が期限の利益の喪失又は一時償還を請求される前に繰り上げて弁済した場合にあってはその弁済の日とする。）までの日数に応じ、年12.25パーセントを乗じて得た額を違約　金として甲に支払う。
３　乙の借受金の額が貸付対象事業費の減少により第２条に定める限度を超えた場合において、第７条（１）号の報告につき故意若しくは重大な過失により虚偽の報告をし、又は報告をしなかったときは、第２条に定める限度を超えた金額に対し、前項の規定を準　用する。
（担保の提供）
第１１条　乙は、この借受金の担保として、甲の指定した資産の上に別に締結する抵当権設定契約により抵当権を設定し、甲と協力して遅滞なく登記手続を完了し、その登記簿謄本を甲に提出する。
２　乙は、この借入金により改良、造成、復旧又は取得する末尾記載の資産が登記の対象となり得る状態になったときは、遅滞なく当該資産の上に第一順位の抵当権を設定し、甲と協力して登記手続を完了し、その登記簿謄本を甲に提出する。
（ネガティブ・クローズ）
第１２条　乙は、甲の指定した資産については、あらかじめ甲の承認を得ずにこれを他に譲渡し、賃貸し又は担保に供する等、甲に損害を及ぼすおそれのある一切の行為をしない。
２　乙は、甲から請求を受けた場合には、前項の規定により指定された資産の上に抵当権を設定し、甲と協力して遅滞なく登記手続を完了し、その登記簿謄本を甲に提出する。
（担保の保全）
第１３条　乙は、甲の承認を得ずに、担保として提供した自己の資産を他に譲渡し、賃貸し、担保に供し、その現状を変更する等、甲に損害を及ぼすおそれのある一切の行為をしない。
２　乙は、担保として提供した自己の資産の価額が、滅失、き損等の事情により減少したときは、遅滞なくその旨を甲に報告する。
（担保又は連帯保証人等の追加）
第１４条　乙は連帯債務者及び連帯保証人につき、第４条（９）号に定める事由が発生した場合その他甲が債権保全上必要と認めた場合において、甲から担保又は連帯債務者若しくは連帯保証人の追加の請求を受けたときは、遅滞なくこれに応ずる。
（損害保険）
第１５条　乙は、担保として甲に提出した資産であって損害保険の対象となり得るものに対し、甲が免除した場合を除くほか、損害保険を付しこれを継続する。
２　乙は、保険金請求権を甲に質入れする。
３　乙は、第１項に定める損害保険契約以外に同一資産につきさらに付保する場合には、あらかじめ甲に協議し、その指示に従う。
４　乙は、第１項の規定により損害保険を付した資産につき保険事故が発生した場合には、保険者に提出すべき書類の作成及び損害填補額の協定につき、あらかじめ甲の承認を受けるものとし、損害填補額につき保険者と協定が成立しない場合には、甲が乙に代わって協定を締結しても異議を申し立てない。
５　乙は、第１項の規定により損害保険を付した資産につき保険事故が発生した場合には、償還期限にかかわらず、保険金が乙の借入金債務の弁済に充当されることを承認する。
（連帯債務者及び連帯保証人）
第１６条　連帯債務者及び連帯保証人は、乙の一切の債務につき、乙と連帯し、かつ、連帯債務者及び連帯保証人相互間で連帯して履行の責を負う。
（決定代位者の変動）
第１７条　乙、連帯債務者又は連帯保証人は、甲が他の連帯債務者又は連帯保証人につき免除、交替又は担保の差替えを行っても、異議を申し立てない。
（決定代位者が弁済した場合の求償制限）
第１８条　連帯債務者又は連帯保証人は、この借受金債務の一部を弁済した場合において、甲が債権の全額の弁済を受けるまでは、代位によって取得した権利を行使せず、かつ、甲から請求を受けたときは、その権利又は順位を無償で甲に譲渡する。
（合意管轄）
第１９条　乙、連帯債務者、連帯保証人及び甲は、この契約に関する訴訟につき、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とすることに同意する。
（公正証書の作成）
第２０条　乙、連帯債務者又は連帯保証人は、甲から請求を受けた場合には、直ちにこの契約に基づく債務を承認し、かつ、強制執行を承諾する旨を記載した公正証書の作成に必要な手続を行う。
（費用負担）
第２１条　乙は、一切の費用を負担するものとする。
２　甲が乙に代わって登記を行い、又は公正証書の作成を委嘱し、その他債権保全のため費用を立て替えて支払った場合には、乙は、甲の承認を受けた場合を除き、立替日数に応じ、立替金に相当する金額につき年12.25パーセントの割合の利子を甲に支払うものとする。
第１２条第１項の資産の表示
